０８，３，１８
素案大綱（案）に関する質問への回答
　　　　　　　　　　　　　　　　　鎌倉市自治基本条例策定市民会議策定委員会
１　はじめに

　　２月６日に自治基本条例策定市民会議のメンバーに提示した素案大綱案について３月４日までに質問をされた方は１１名でしたが、中には質問と意見が混じっているものもありそれらを区別して質問のみに回答します。

　　なお、質問の一部には何故自分の意見が採り上げられていないのか等云うもの（又はそれとうかがえる質問）もありますが、この素案大綱案が各グループの討議のまとめをもとに策定委員会で取りまとめたものであり、グループ内で少数意見であったものはまとめの段階では取り上げられませんでした。

　　また、法に違反しているものがあるとのご指摘がありましたが、素案大綱案の各項目で法に違反しているものはありません。

　　質問は市民の定義、地方政府に関わる市長、議会の設置、住民投票、市民委員会、等重複するものはまとめて回答し、各項目はその後で回答します。
２　回答

市民の定義について

· 市民の定義については２期前期での討議を通じて、広く解することが多数の意見でした。その結果を定義として表したものです。一部に国籍云々を云う質問がありましたが、定住外国人で制限されているのは法で予定されている選挙権（有権者）のみで、市のサービスは日本人と変わらずサービスを受ける権利がありますし、納税や国保等保険料も払うことになっています。

ただ、市民とは人を表し、事業者等で法人又は団体等を定義することにしたものです。
法にも住民と書いてあるのだから市民という言葉ではない方いいと云うことですが、鎌倉市の基本構想でも市民自治、市民という言葉を使っており、何の違和感もないのではないでしょうか。
なお、選挙等では公職選挙法による有権者の定義があり、当然それが優先されますし、住民投票では投票権を持つ市民の範囲を特定しますので問題はありません。

参政権ということをどう捉えるかによって住民ではなくとも市民と云うことで問題はありません。（植田氏、高橋氏、人見氏、松本淑氏、木上氏、石渡氏、吉田氏、増田氏、宮下氏）
議会、市長の設置（１６，２０）について
· 議会の設置（１６）、市長の設置（２０）について、自治法で規定されていることを何故あえて書き込むのかということについては、解説でも表現していますが、地方政府としての機関設置が必要で、そのために自治体の憲法とも云うべき性格の自治基本条例に書き込みました。

自治基本条例は鎌倉市の市民主権による自治運営の基本となりますが、憲法、地方自治法を基本に自治体が構成されており、その中で議会、市長を置くことにはなっています。
しかし、地方が国との対等協力の関係にあることから、地方政府の位置づけを改めて明確化し、二元代表制の制度としての議会と市長の設置を明確化することにより、国からの押しつけではなく、自治体としての独自性を発揮するためにもこの規定を置くことにより、地方自治の確立を目指すためにこの項をおいたものです。（木上氏、石渡氏、増田氏、人見氏）
住民投票（１３）について

· 市政の重要課題について市民の意志を問うための手法として、市民の直接投票による意思の表示は必要です。

そのために常設型の住民投票制度を規定します。

この制度は、法に違反するわけではなく、また結果については尊重義務であり決定権を付与するものではありません。
投票要件は１８歳以上の市民としましたが、市民の意向尊重のための投票ですので選挙権とは異なっても問題はありませんし、より多くの市民の意向を反映できるものとなります。

さらに発議権も要件として書き込んであります。

ただ何でも住民投票というのではなくその施行については要件を求めています。

詳細については別紙の制度案をご覧下さい。

また、自治法で定める直接請求権、解職権、等とも矛盾するものではありません。
参政権といった場合、一般に選挙への参加を云いますので住民投票は参加する権利とでも云えばよいのではないでしょうか。（植田氏、高橋氏、人見氏、木上氏、石渡氏、吉田氏、増田氏）
市民委員会（１４）について
· 市民参加の新たなしくみとしてこの委員会を設けます。
市民委員会は、市の総合計画等重要な施策に関し市民が積極的に参加できるシステムとして設けるものです。
これまでも１００人会議等市民参加の場が設定されてきました。また自治基本条例策定市民会議も市民参加のシステムです。

　　１００人会議も、策定市民会議も条例では規定されていませんが、今後とも市民が参加できるシステムとして市民委員会を基本条例で位置づけるものです。
　この市民委員会はその提言について市や議会は尊重するものとしていますが市民委員会は決定権を持つものではありません。（木上氏、石渡氏、吉田氏、松崎氏、増田氏）
０１　自治基本条例の目的

· 市民自治とは主権者たる市民が自分たちのまちのことは自分たちで決めていくということです。（増田氏）　

· 議会や行政には権限がありますのでこのような表現にしました。（役割ではないかと云うことに対し）（木上氏）
· 歴史と伝統という言葉は各グループのまとめからは出てきていませんでした。（木上氏）
· 市民自治をうたうことでこの条例の目的が示されるのではないかと云うことです。（石渡氏）
０２　最高規範性

· 憲法、地方自治法に基づき地方分権を進めるためにその精神をさらに活かし充実させるためにこの条例を定めるものです。（木上氏）
· 鎌倉市の市政運営の最高規範として位置づけることが必要との考え方で最高規範性を取り上げました。（石渡氏）
０４　市民自治の基本理念・原則

· 市政運営の大前提として市民自治がなければならないということから市民自治の原則としました。（人見氏）
· 基本理念を明確化するために項目を建てました。（木上氏）
○　あえて市の設置を表現したのは、地方政府としての自治体を市民全体で置くことを宣言し、市政が市民のものであることを確認する意味があります。（増田氏）
· 市長や議会が定めるべきことは自治のすべてではないことから一部としました。（増田氏）
· 理念と原則を列挙したもので精査が必要ならば条例案文にするときに具体に整理します。（増田氏）
· 理念とは哲学であり、原則とはそのしくみのもととなるものです。（増田氏）
０６　市民の権利
· 参加する権利を有するというところで意見表明、提案する権利は包摂しています。（木上氏）
· 法で定められていても、市民主権に必要なことは書き込んであると基本的考えのところで述べています。（増田氏）
０７　市民の責務

· 基本理念と重複するものがあるとのことですが、整理が必要ならば整理しますが、自治の原則は全体を、市民の責務は市民個々を云っているので重複ではないと考えます。（木上氏）
· （４）は当然といいますが、市民として改めて負担について考える必要があるのではないでしょうか。（吉田氏）
· （３）は玉縄地区に該当しないと云われますがそうではないのではないでしょうか。玉縄地区も歴史的遺産と緑を守る必要があるのではないでしょうか。（増田氏）
０８　子ども

· 鎌倉の将来を担うのは子どもです。子どもは選挙権や住民投票権を持ちませんが、市民の一員として共に暮らしていくものですし、市政と関わりがないわけではありませんそのためにあえてこの項を設けたものです。（木上氏、石渡氏、増田氏）
０９　事業者の責務

　○　特に事業者については、市民活動に影響があることから責務を書き込みました。権利は当然のことと考えています。（人見氏）

· 解説で重複するところがあれば整理します。（増田氏）
· また事業者は鎌倉市内で事業を行うことから自治基本条例にそった事業を行うことが求められます。（増田氏）
１０　市民の自発的活動

· コミュニティーを表していくためにその担い手の市民の自発的活動を一項設けたものです。（増田氏）
· 自発的活動を尊重することは市民への押しつけでも強制でもありません。（木上氏）
· 住民投票と市民委員会とは直接的に関係はありません。（増田氏）
· 市民自治の原則として挙げたことをさらに明確化するためのものです。（増田氏）
· 項目１０，１１，１２，１３は重複しているというご指摘ですがそれぞれに重要と考えています。（吉田氏）
· １３、１４は市民自治のしくみです。コミュニティーの区分ではありません。（増田氏）
１１　地域組織

· この項で扱うのは地域での活動組織であり自治会町内会がその主なものですがそれだけではなく地域に根ざした活動する組織すべてを云います。（増田氏）
· 自治会町内会を大切にするためにこの項目を設定しています。（高橋氏）

１２　市民活動団体等

· 地縁組織だけでなく、目的を持って自発的に活動する市民団体を云います。ＮＰＯといってもいいでしょう。ですから地縁に基づく地域組織とは区別しました。（増田氏）
· 市は市民活動団体等とは対等協力の関係です。よって、市の事業等を行う場合には協働することが必要です。（増田氏）
· 新しい公共の概念とは、政府と市民を二項対立的に考えるのではなく、公共主体は政府だけでなく、ＮＰＯなども公共の担い手として位置づけることが必要だということです。

視点を認識することによって市民の様々な活動も主体性が発揮されていきます。

このことについては「たたき台」の考え方の中でも議論されることを提起しています。（増田氏）
· コミュニティーは、地域性はあるものの地域自治だけではありません。（増田氏）
· １３－１５まではコミュニティーでくくってはいません。（増田氏）
１３，１４は別項で回答
１５　協働のまちづくり

○　自分たちのまちは自分たちで作っていくという基本原則を述べたものです。個々具体にはそれぞれの事案によって異なることも考えられますので、関連条例等の改正や、予算立てなど協力、協働で考えていくことになります。（増田氏）
１７　議会の役割と責務

· 条例制定権があり、議会として自主立法が出来る権限を有しています。（木上氏）
· 文章表現で重複があれば整理します。（吉田氏、増田氏）
　
１８　議員の責務

· 立候補時にマニュフェストとのことだが、政策目標としての公約をしていると考えられるし、さらにマニュフェストを規定する必要はないのではないか。（増田氏）
· 調査権を活用とあるとおり、市政をしっかり監視することが重要です。（増田氏）
１９　議会と市長・執行機関

　○　市長と、議会が自治体の政府機関であり、これが市民の声をいかし最大限機能発揮することが求められます。（木上氏）
· 重複しているとのことですがこれは素案大綱であり条文化の時は必要があれば整理します。（吉田氏、増田氏）
· なお議会基本条例をとのことですが、現在市議会ないでもこのことが討議されておりその経過を見ながら考えていくことがよいのではないかとしてあえてそのことにはふれていません。（増田氏）
２２　執行機関の責務
· 執行機関として法令遵守義務をいったもので、特に執行機関には強く求められています。（木上氏）
２４　情報公開

· 解説中、未成熟情報についての質問ですが、何でもかんでも未成熟情報を公開すると云うことではなく、例えば開発行為等、市民生活に関わりのある課題について、市に相談があったようなことにつき公開が求められるのではないでしょうか。（人見氏、石渡氏）
２５　市民意見公募制度

· すでに市では条例を制定し、制度化して執行しています。市政執行にあたり市民の意見を聞くことは人気取りでも何でもなく、市民の声が生きる当然の制度です。（石渡氏、増田氏）
２６　説明責任

· 説明責任とは、その施策等に対し何故そうなったのか説明する責任のことで、情報公開とは区別していいのではないでしょうか。（増田氏）
· 行政の役割としてここで述べています。（増田氏）
· 市民会議に於ける策定委員会の説明責任が果たされていないのでは、といわれますが経過については策定委員会の会議の概要、また全体討議の場で説明しています。（松本淑子氏）
２７　法令の自主解釈

· 法を無視して何でもかんでも自主解釈していいというものではないことは当然ですが、往々にして法令はすべてのことに精緻に組み立てられているわけではありません。解釈の余地が残されている場合があり、これまでは国にその解釈運用を聞き、行政実例として示されたことを守らなければならないとされてきました。
しかし、法の精神を逸脱しない範囲で地方の実情にあった解釈も可能でありこのことを自主解釈として表しました。

また上書き権についてもこれまでも法の横だしと云うことで行われてきましたが、そのことをはっきりさせることが必要としてこの項目を設けました。

法に違反してまで上書きをするというのではありません。（人見氏、木上氏、石渡氏）
２９　財政運営

· 現在でも予算編成での概算要求段階で市民意見を募集しています。このようなことがさらに進められて予算等への市民参加が進むものと期待されています。

また、執行段階ではその執行の是非については市長への提言制度などのシステムの中で参加が出来るようになっています。

よって、法で規定している市長の予算編成権を侵すものではありません。（人見氏、木上氏、増田氏）
３０　総合計画

· 現在の総合計画基本計画は市民が参加した１００人会議の報告をもとに作成されています。これは協働と言っていいのではないかと考えられますのでこのような表現しました。（木上氏）
· 総合計画は市の政策の基本を決めるものであり、自治基本条例は市民、市長、議会による市民自治実現の在り方を決めるもので関連性はあるとしてもその目的が異なります。（増田氏）
３１　都市環境の保全と創造

　○　あえてこの項目を取り入れたのは、現在の地球規模での環境危機を乗り越えることは全人類的課題であるので鎌倉市としても永続的重要課題として取り上げました。（人見氏、増田氏）
　

３２　附属機関
· 市民の信託を受けた市長は、専門家の意見と同時に主権者である市民の意見を広く、深く聞くべきです。このような努力を積み重ねてこそ市民の市民による市民のための市政への道が開けると考えられます。（石渡氏、増田氏）
３３　出資団体等

· 市が出資する団体や指定管理者、補助金受給団体など、行政本体ではない団体等についても本状例を遵守することを明定することは必要です。
市に変わって行政目的を行うことになるこれらの団体は、団体としての独自性を持っていますが、市民への開かれた組織であるべきです。そのことからこの項目を作りました。（増田氏）
３４　政策評価

· 市が実施する施策についてその施策が目的に添った成果を上げているかどうかの評価が必要です。

そのために政策評価委員会を設置することを定めることにより、市の施策評価が行われ、そのことによって市の政策の前進につながります。

評価委員会については監査委員の職務と重複しないよう制度設計を別途行います。（木上氏、増田氏）
３５　協働施策の評価

· これから市と市民団体との協働事業が増えることが考えられます。特に協働事業については現在でも市と協働についてプレゼンテーションを行うなど計画段階からの市民参加と評価が行われていますが、このことをさらに発展させるものです。（木上氏、増田氏）
３６　監査

· 監査を行いそれが評価につながるのではないでしょうか。（増田氏）
３７　国その他の機関との関係

· そのように解釈して差し支えありません（人見氏）
３８　自治基本条例推進会議

· 市民、議会、市長が一帯となって自治基本条例が市民のものになっているか、市の施策が自治基本条例に沿ったものか等、自治基本条例が生きるために設けるものです。市は市民、議会、行政に絶えず啓発をしていかなければならないのではないでしょうか。（植田氏、木上氏、石渡氏、松崎氏、増田氏）
３９　改廃手続き
· 項目前段は議会の議決権を侵害するものではないと考えます。（植田氏、木上氏、松崎氏）
· 改廃を住民投票にかけることはなじまないと考えます。（増田氏）
その他の質問

並べ替えについては皆さまで議論して下さい。

策定作業について　特に説明責任について（高橋氏、松本淑子氏）
　説明責任の項でも書きましたが、策定委員会の状況は会議の概要や、全体会でご説明をしているつもりです。

　意見の違い等については各グループ討議で行われていると考えています。

　この素案大綱案は各グループでの議論の結果をまとめたものです。
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